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ストップ・リニア ! 訴訟ニュース 
       ２０２１．９．１３ リニア新幹線沿線住民ネットワーク  

http://linearstop.wix.com/mysite        速報  

 

東京地裁前集会～午後 2 時 

９月１０日午後３時から、ストップ・リニア

訴訟の第２０回口頭弁論が東京地裁（１０３号

法廷）で開かれ、事前の抽選で選ばれた４５人

が傍聴しました。法廷では、原告側がＪＲ東海

の工事残土処理について環境影響評価手続きを

踏まずに、谷や河原や鉄道施設の盛り土に使用

することは、大雨によって土石流や河川のせき

止めなどの住民被害や自然影響につながると指

摘した準備書面３３を提出しました。そしてそ

の要旨を原告側代理人の半田虎生弁護士が意見

陳述をしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リニア工事残土処理～
環境影響評価をせず 

安易な盛り土で土石流
や崩落の危険 

９月１０日 第２０回リニア訴訟 

口頭弁論で原告側意見陳述 
 

 この後、市原義孝裁判長から今後の審理につ

いて原告側、被告側に意向を聞かれ、原告側は

橋山禮治郎氏、松島信幸氏、阿部修治氏らの意

見書提出と法廷での証言を行うよう要請しま

した。被告側は反論や主張の準備書を提出した

ほか今後も争点について争う姿勢を示しまし

た。原告側は、リニア山梨実験線の被害につい

て裁判官による現地見分を改めて要請し、裁判

長は、「現地に行くことはやぶさかではないが、

コロナ禍で移動は難しい状況である」として、

今後状況を見ながら現地見分について検討す

る意向を示しました。 

 リニア訴訟の次回口頭弁論は１２月２日

（木）に決まっていましたが、この日の法廷で

次々回は来年３月１０日（木）と決まりました。 

     （開廷時間はいずれも午後２時） 

 

 

リニアの残土処理の現状と計画は環

境アセスを受けず、地域の条例にも違

反している ～準備書面３３の要旨 

  

＜静岡県熱海市の土石流被害＞ 

 ２０２１年７月１日から３日にかけて、東

海地方、関東地方南部を中心に記録的な大雨

となり、静岡県の複数の地点で７２時間降水

量の観測史上１位を記録した。この大雨によ

り静岡県熱海市伊豆山地区で土石流が発生

し、逢初川の源頭部から５万４千㎥の土砂が

土石流となって海岸近くまで２ｋｍにわた

って流出した。 

 この土石流によって、８月２４日時点で２

５人が死亡し、３人が行方不明となってい

る。また１２８棟（１３５世帯）が被災し、

１７７人が避難生活を余儀なくされ、水道な

どのライフラインにも大きな被害が発生し

た。 

 静岡県は７月４日の臨時の記者会見で、伊

豆山地区の盛り土部分がほぼ全部が滑り、土

流となって流されたことを明らかにした。実

地検分の結果、盛り土の工法等に不適切な点

があり、行政指導等が繰り返されながらも、

安全上問題がある盛り土が放置されてしま

ったと総括している。 
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土石流発生のメカニズムだが、盛り土 

の高さが３５から５０ｍの高い盛り土であ 

ったにも関わらず排水処理も行っていなか 

ったため、降水量の流入と地下水の流入に 

より盛り土内の地下水位が上昇、次第に表 

層の小規模崩壊が始まった。そして地下水 

位の上昇で盛り土の下部における水圧が高 

まり盛り土下部から水が噴き出すパイピン 

グ現象が発生、支持を失った盛り土上部が 

連鎖的に崩壊し、大規模な土石流となって 

滑り落ちたとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （写真・イラストは静岡県公表） 

 盛り土による土石流災害というリスクを

受けて、国土交通省は７月９日、緊急に盛

り土の可能性のある箇所の抽出を行い、点

検を行うことを表明した。 

 本件リニア工事では、発生土が大量にな

ることを宣明しながら、環境影響調査が十

分に行われていない。 

 

 

たのです。 

＜神奈川車両基地に関する盛り土の危険＞ 

 神奈川県相模原市のリニア鳥屋車両基地建

設に関し、ＪＲ東海はそもそも盛り土等の土

地改変行為について環境影響を評価しなけれ

ばならない。盛り土部とされている箇所は土

砂災害防止法に基づく土砂災害特別警戒区

域、土砂災害警戒区域と重なる部分が存在し

ている。しかし本件評価書ではハザード対象

になっていることを踏まえた環境影響を評価

した形跡はなく、同指定で考慮された危険性

が解消されているかも判然としないまま、車

両基地の存在による傾斜地への安全性への影

響は小さいと予測している。 

＜発生土置き場等について実施すべき 

である環境影響評価手続き＞ 

 発生土置き場の設置については静岡県を除

き、環境影響を調査し、予測し、これに基づい

て環境保全措置を検討するというアセス法令

が想定する環境影響評価の手続きを履行して

いないから、この時点で瑕疵があるものと考

えられる。発生土置き場を設置するというこ

とは、発生土置き場に土砂を搬入し、これを積

み置く必要が生じるため、必然的に盛り土が

発生する。盛り土については、森林法、宅地造

成陶器施法、都市計画法などで規制対象にな

っていることから分かるように、軟弱地盤、地

すべり、土砂災害の原因となりうるのである。 

 アセス法令の要求する環境影響評価手続き

が実施されていない以上は、本件の評価書は

瑕疵のある評価書というべきであり、評価書

を判断する基礎とする国交省の環境配慮審査

も判断の基礎となる事実を欠いており、」裁量

権の範囲を超え又は裁量権を濫用した判断と

いうべきである。 

  ＜豪雨災害の増加は確実＞ 

 人為的な温室効果ガスの排出によって気候

変動が発生している、その気候変動により短

時間の強雨や記録的な大雨の発生確率が科学

的に実証されている。気象庁は現在の温室効

果ガスの排出基準が維持された場合、１００

～４００ミリの各地の降水量の基準が全国平

均で２倍以上になると予測している。 
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 東日本太平洋側で見ると、日降水量１０

０ｍｍ以上の大雨の年間発生回数は現在

１～２回であるところであるが、将来気候

では２～３回になり、日降水量２００ｍｍ

以上の大雨の年間発生回数は現在気候で

は約０，２～０．２５回であるところ、将

来気候では０．３～０．５回に増えること

になる。それに加え、「バケツをひっくり

返したような雨」（一時間３０ｍｍ以上）

や「滝のように降る雨」（一時間６０ｍｍ

以上）の発生回数も増加し。後者について

は年間発生回数が平均で２倍以上になる

と予測されている。これは今明らかになっ

たことではなく、２０１３年の時点でこの

ような予測が出されている。 

 それゆえ、被告は工事実施計画の認可処

分時点で豪雨災害の増加やそれに伴う土

砂災害増加のリスクを十分に認識しえた

のであり、環境影響評価手続きに重大な瑕

疵があったというほかない。 

 ＜各地の発生土処理・盛り土の実態＞ 

① 長野県の発生土置き場 

（伊那谷における土砂災害の経験） 

伊那谷では１９６１年（昭和３６年）の 

梅雨末期の集中豪雨により各地で土砂災

害が発生し１３４人の死者を出した。今で

も三六災害と呼ばれたその記憶は住民の

間で受け継がれている。リニア新幹線の発

生土処分の予定地はいずれも三六災害が

あった地域である。参加人（ＪＲ東海）が

予定している伊那谷の主な発生土置き場

は１０か所に及んでいる。 

② 長野県の発生土置き場 

（１３０万㎥と最大規模） 

一級河川虻川の上流の支流であるサー 

スケ洞のさらに上流のジンガ洞を埋め立

てる面積８．５ヘクタール、全長８００ｍ、

最大幅３５０ｍ、盛り土の厚さのある部分

は５０ｍ、受け入れ容量は１３０万㎥の計

画である。 

リニア工事関連では一つの谷としては

最大規模となる。  

 ジンガ洞周辺は風化しやすい花崗岩で小規

模な崩落は常に発生している。人口の多い虻

川下流までの距離は８ｋｍだが、砂防ダムが

決壊すれば、影響が虻川最下流まで及ぶ可能

性がある。 

 現在虻川流域では本山のほかに戸中（とち

ゅう）の下沢（くだっさわ）でも２６万㎥の発

生土置き場の整備が進められている。 

③長野県の発生土置き場 

（大鹿村の危険な発生土置き場） 

大鹿村では恒久的な発生土置き場が釜沢地

区の旧荒川壮跡地に設置されている。その総

量は３万立方メートルである。外周部はジオ

テキスタイルを用いた補強盛り土となってい

るが、ほぼ垂直に近い法面は見た目でも危険

性を感じる。 

大鹿村では広い平地がないため、農地転用

した三生坊の土地をＪＲ東海が借り入れそこ

に発生土を積み置いている。鳶ヶ巣沢は、谷埋

め土ではないが、小渋川の河川敷に約３０万

㎥の発生土を４５ｍの高さに積み上げる計画

である。三六災害で水が流れた場所でもある。 

④長野県の発生土置き場 

 （半の沢に５３万㎥、下條村に１００万㎥） 

 上伊那郡中川村の半の沢は５３万㎥の盛り

土をして半の沢橋の代わりに道路を造る計画

だが、これが崩壊した場合は約３．３ｍ下流の

渡場地区への水害が心配される。 

 下條村の睦沢地区の火沢には１００万㎥を

埋め立てる計画がある。心配なのは谷を活断

層が通っていることだ。地質的にも崩れやす

い場所で、１９９５年に道の駅が建設された

が２か所にわたって盛り土が崩れた事態が発

生している。 

⑤長野県の発生土置き場 

 （松川町では地区の反対で処分地撤回も） 

 松川町の生田地区では、３０万㎥、１００万

㎥、４９０万㎥の発生土を三つの谷に置く計

画がったが、地区の反対で２か所が撤回され、

現在は寺沢川の最上流にあたる谷に３０万㎥

を置く計画が残っている。寺沢側は三六災害

で大きな被害を受けている。 



 

4 

 

 

 

各団体から 

＜山梨県早川町のトンネル工事発生土＞  

山梨県早川町ではリニア新幹線南アルプ

ストンネルの掘削工事が現在進行中であ

り、工事は本坑に進んでいる。そして掘削

による発生土が狭い早川町内にすべて処

分されている。早川工区からの発生土は

総計３２６万㎥と見込まれているが、は

制度のどこにどの程度置くのかが明確で

はなく、環境影響評価の段階では「早川町

大原の塩島地区に４．１万㎥、その他は早

川芦安連絡道路ほか」との記載のみであ

った。その後参加人（ＪＲ東海）は本件工

事認可後に早川町内に１か所、仮置き場

８か所であることを明らかにした。 

芦安道路造成に１６０万㎥、カッパ沢

の埋め立てに１２０万㎥を使うとされて

いるが、カッパ沢の埋め立ては２０万㎥

だけ使ったというだけで、その他の発生

土は仮置き場に積み立てようとしてい

る。仮置き場は早川に沿った県道３７号

線のわきに設置されているが、糸魚川・静

岡構造線の断層が走り沿線は山体の崩壊

地が散在し土砂災害が危惧されている。 

＜神奈川県相模原市の鳥屋車両基地＞ 

 相模原市の鳥屋地区における関東車両

基地の造成は山の中央部分を切土し裾野

部分を盛り土したうえで施設構築を行う

とされている。発生土量は３６０万㎥で

高さは３０ｍ程度になると予想される。 

 大きな地震による影響も心配される

が、環境影響評価では震度５強～６強の

揺れに擁壁が度の程度耐えられるかとい

う評価はされていない。 

工事の認可を取り消さなければならない 

環境影響評価において発生土の処理方

法はほとんど特定されておらず、時宜ア

セスという形で後回しにされている。盛

り土がもたらす土石流のリスク及びこれ

による人命、人家、人の生活等へのリスク

は一切考慮されていない。環境影響評価

法の目的を損なうものであり、認可は撤

回されなければならない。   以上 

地裁前集会で各団体から連帯の挨拶 

午後２時１５分から東京地裁前で集会が開

かれ、連帯の挨拶の中で外環ネットの参加者は

は「ＪＲ東海は大深度工事を進めるため東京外

環道の道路陥没の嘘の調査結果をもとに、トン

ネルを掘ろうとしている」と指摘しました。ま

た７月１９日リニア大深度工事差止の訴訟を

起こした田園調布の住環境を守る会からは、

「１０月２６日に裁判が始まる。ＪＲ東海の沿

線住民無視の姿勢を改めさせ一緒に工事を差

止めよう」の呼びかけがありました。 

報告集会で川村原告団長が「活動強化を！」 

 

 

 

 

 

 

 

  

午後４時から衆議院第二議員会館で報告集

会が開かれ６５人が参加し、２０名がリモート

参加しました。冒頭、川村晃生原告団長が「コ

ロナ禍でＪＲ東海の経営に影響が出でいる。こ

のままでリニアの実現が可能なのか疑問であ

る。先日ＪＲ総連が立憲民主党の国土交通委員

長と会ってリニア事業について見直しを求め

た。こうした状況は現状を変えるチャンスだ。

各地域でそれぞれの自治体がＪＲ東海とどう

向き合っているのか、協力しているのかをチェ

ックしリニア事業について見直しを求める活

動を強化する時に来ている」と強調しました。 

リニアシンポで小泉武栄氏（東京学芸大名誉 

教授）が「リニアが壊す南アルプス」で講演 

小泉氏は講演で「南アルプスの複雑な地層と

数多くの断層と大量の降水量により豊富な地

下水が蓄えられていると指摘し、リニアのトン

ネル工事により地下水が噴出し水位が３００

ｍを超えるほど低下することにより、高山植物

や動物の生態系に甚大な影響を及ぼす」と述

べ、貴重な南アルプスの自然を壊すリニア工事

を行ってはならないと断言しました。 

 


